
平成 22年度年次報告

課題番号：1207

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

内陸地震発生過程の解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程

ウ．ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生の準備過程

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（1）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象

ア．列島及び周辺域のプレート運動，広域応力場

イ．上部マントルとマグマの発生場

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程

ア．アスペリティの実体

（3）地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程

（3-1）地震発生先行過程

ア．観測データによる先行現象の評価

（4）地震発生・火山噴火素過程

イ．地殻・上部マントルの物性の環境依存性

（５）本課題の５か年の到達目標：

　本研究においては，東北地方内陸部を主な対象とし，地震・地殻変動観測の稠密化・解析手法の高

精度化により，地殻流体の分布・３次元的な断層の形態・アスペリティまたは非アスペリティの可能

性を持つ領域の分布や歪・応力分布を高い分解能で明らかにする．さらにそれらを説明するモデルを

構築することで，歪集中帯の原因を明らかにするとともに，内陸地震に対するアスペリティモデルの

検証と拡張を試みる．このようにして，これまでの研究成果から得られた内陸地震発生モデルの検証・

高度化を行い，上記方針を実現化し，地震・火山噴火予知研究上不可欠である，内陸地震の発生過程

の理解を深めることを目的とする．

　東北地方脊梁山地や宮城県北部等の歪集中帯において臨時観測を行い，地下の構造を高分解能で推

定する．併せて，稠密GPS観測を実施して詳細な歪の時空間分布を推定し，歪蓄積過程のモデリング



の基礎資料とする．さらに，ボーリングコア資料やメカニズム解．S波スプリテッィング等の情報から

応力の推定を行う．

　得られた結果から，火山を含む領域での流体の分布・３次元的な断層の形態・アスペリティまたは

非アスペリティの可能性を持つ領域の分布の推定を行い，これを元に，歪・応力分布を説明するモデ

ルを構築し，内陸の地震発生に至る過程をより詳細に解明する．

　これまでの研究においては，主に東北地方脊梁山地歪集中帯を対象とする理解・モデル化がされて

いるが，本研究ではその成果を踏まえ，地下構造，歪・応力分布の高分解能・高精度化を図るととも

に，東北地方前弧側の東西短縮の大きい領域（宮城県北部）や日本海沿岸の歪集中帯についても研究

を進める，それらの比較により，歪集中帯および地震発生過程モデルの一般化・高度化を図るととも

に，東北日本沈み込み帯の前弧側から日本海東縁にいたる陸域全体にわたる地殻変形過程の解明をも

目指す．

　これらの研究を下記のような研究項目により実施する．

１．稠密 GPS観測による歪集中帯の詳細な歪分布の推定．

２．稠密地震観測による，地震波速度構造・震源分布の高精度推定．

３．ボーリングコア試料を用いた地殻応力測定，および稠密地震観測による応力テンソルインバージョ

ン・地震波異方性による応力の時空間変化の推定．

４．上記の１～３の結果に基づく，内陸地震の歪集中機構・地震発生過程のモデル化．

（６）本課題の５か年計画の概要：

　本年度（21年度）は，特に，昨年（2008年）に発生した岩手・宮城内陸地震に関する研究観測を進

める．

１．稠密 GPS観測による歪集中帯の詳細な歪分布の推定．

　山形県新庄市から宮城県南三陸町に至る東西測線を設定し，新しい 11点の GPS連続観測点と既存

の GPS連続観点からなる稠密観測網を構築する．この測線においては，既往の研究により，詳細な地

殻・上部マントル構造がわかっており，また，奥羽脊梁山地の歪集中帯とその前弧域にも東西短縮の大

きい領域が存在することがわかっている．前者では，1996年に鬼首地震が，後者では，1900年，1962

年，2003年の宮城県北部地震が発生するなど，地震活動も活発な地域であり，2008年岩手・宮城内

陸地震の震源域南部でもある．このような特徴的な地域において詳細な歪分布を明らかにする．また，

近年大地震が発生していない地域との比較を行うため，2000年に国土地理院が仙台市内に設置した稠

密観測網で得られるデータを用いて，国土地理院と共同研究を行う．

２．稠密地震観測による，地震波速度構造・震源分布の高精度推定．

　2008年岩手・宮城内陸地震の観測データの整理・解析を継続し，震源域およびその周辺域の地震波

速度構造を求める．特に断層に対応する構造・地殻流体分布に関する構造・アスペリティ領域/非アス

ペリティ領域に対応する構造についての検討を行う．

　また，余震活動の時空間変化の把握や構造推定の精度向上のために，2008年岩手・宮城内陸地震震

源域およびその周囲に臨時地震観測点を設置する．

３．ボーリングコア試料を用いた地殻応力測定，および稠密地震観測による応力テンソルインバージョ

ン・地震波異方性による応力の時空間変化の推定．

　既存のボーリングコア試料を収集し，その試料を用いて地殻応力の測定を行う．また， 2008年岩

手・宮城内陸地震の稠密余震観測データを利用し，震源域およびその周囲での起震応力場の空間変化

の推定を行う．

４．上記の１～３の結果に基づく，内陸地震の歪集中機構・地震発生過程のモデル化．

　2008年岩手・宮城内陸地震について，上記の観測研究結果および庄内地域などの隣接する他の領域

での研究結果を相互比較検討し，同地震の発生機構の理解を進める．特にこの領域における地震発生

にいたる歪蓄積・解放機構について検討を行う．



　平成 22年度以降は平成 21年度に設置・整備した GPS・地震観測点などにより順次蓄積されたデー

タを使用し，対象領域における同様の研究を進める．

（７）平成 22年度成果の概要：
　本年度（22年度）は，平成 21年度以降に設置・整備した GPS・地震観測点などにより順次蓄積さ

れたデータを使用し， 2008年岩手・宮城内陸地震を含む対象領域における研究観測を進めた．

　

１．稠密 GPS観測による歪集中帯の詳細な歪分布の推定．

　

　2008年岩手・宮城内陸地震発生前後の GPS連続観測データを詳細に解析することにより，長期的余

効変動を捉えた（図 1-1，1-2右）．その時空間的変動パターンの特徴から，その原因が下部地殻以深

の粘性的応答によるものであると仮定し，粘弾性構造のモデル化を行った．最表層を弾性層，その下

層を粘弾性層として，弾性層の厚さと粘弾性層の粘性係数をグリッドサーチによって推定したところ，

それぞれ 16 - 24 km，2.6 - 4.0× 1018 Pa・sの範囲内に推定された．これらの最適値によって計算され

た水平・上下変動を図 1-1，1-2左に示す．推定された弾性層の下限の深さは，地震波トモグラフィー

から推定されているコンラッド面や微小地震発生層の深さに概ね一致し，粘性係数も既往研究によっ

て推定されている数値と調和的であった．さらに，本震発生後 1.5年間と 2.2年間の二つの期間に分け

て同様の解析を行い，推定された粘性係数を比較したところ，後者のほうが前者よりも約 40%大きく

なった．このことは，粘性層の構成則が非線形である可能性を示唆していると考えられる．

　

２．稠密地震観測による，地震波速度構造・震源分布の高精度推定．

　

　常時微動を用いて地殻構造の時空間変化を安定に知るための方法を開発し，2008年岩手・宮城内陸

地震に適用した（高木，2010）．その結果，地表付近の地盤構造に対応する構造（図 2-1）や内陸地震

震源域の深部構造を明らかにした．また，地表の広域の高感度観測点と KiK-netの地表・地中観測点

の解析結果の定量的な比較により，地殻のごく表層においては，強震動による地盤の損傷により広い

範囲において地震波速度が地震後に低下することを発見した．（図 2-2）

　地震波反射面について検討を行ない，震源域深部に反射法地震探査により報告されている反射波を

確認した（高木・他，2010）．

　地震波減衰（Q）構造を推定し，岩手・宮城内陸地震震源域において活火山直下や震源域深部に高減

衰域を確認した（四ヶ所・他，2010）．

　そのほか，地震波速度異方性構造についても検討を行った（研究課題 1204）．

　

３．ボーリングコア試料を用いた地殻応力測定，および稠密地震観測による応力テンソルインバージョ

ン・地震波異方性による応力の時空間変化の推定．

　

　多数の地震のメカニズム解の空間分布と揺らぎを利用し，起震応力場と地殻強度から，地下の流体

の間隙圧の分布を求める手法を開発し，2008年岩手・宮城内陸地震に適用した．その結果，2008年岩

手・宮城内陸地震の震源域において，地殻下部の地震波速度低速度の上部に高い間隙圧を持つ領域を

確認した．つまり地下の高圧の流体が，本震を引き起こし，さらに本震すべりや余効すべりに伴って

周囲に拡散した流体により，複雑な余震活動が生じた可能性を示した 　(吉田，2010)．

　

　阿寺断層周辺で採取されたコア試料を用いた応力測定結果の再解析を行い，コア試料を用いて測定

した阿寺断層周辺の応力場は，改良された水圧破砕法により測定された応力場と量的に一致すること

を示した（Yabe et al., 2010）．このことは，コア試料を用いた応力測定法の信頼性は，改良された水

圧破砕法と同程度であることを示唆する．



　

４．上記の１～３の結果に基づく，内陸地震の歪集中機構・地震発生過程のモデル化．

　

　東北日本全域における変形と断層形成過程をモデル化するためには，埋没した地溝や既存断層，地

殻流体，熱構造，岩石学的構造を考慮する必要がある．本年度は，熱構造を考慮して断層や脊梁山脈形

成のモデル化を実施した．Hi-net掘削井を用いて観測された地温勾配等の観測情報（松本，2007）を

基に地殻，最上部マントル内の温度構造を設定した．そして，非線形粘弾塑性を考慮した有限要素法

により，変形と断層形成過程のモデル化を実施した（研究課題 1405）．このモデル化により，東北日

本全域において，実際の地形とある程度調和的な脊梁山脈の形成を再現することができた．また，脊

梁山脈の両側に沿って断層が形成される様子を再現することができた．

＝＝＝＝＝平成 23年度の成果＝＝＝＝＝

　

・干渉 SARデータの時系列データに基づく 2008年岩手サ楙詁睥γ録未猟拘 �掌 册阿慮―

2008年岩手・宮城内陸地震発生後のALOS/PALSARデータの干渉画像に対して時系列解析を適用した．

干渉 SAR解析時には南行軌道のデータを用いた．2008年 7月から 2010年 12月までのデータ中，冬

期など干渉性が低い時期を除いた 14ペアを用いて時系列解析 (Small Baseline Subsets法，(SBAS法))

を適用し，震源域周辺の変位の時間発展を推定した（図 4-1）．その結果，地震時に下盤側であった領

域で広範囲にスラントレンジの伸張（沈降もしくは西向き変位）が見られ，それらの変位速度はほぼ

一定であることが分かった．この結果は震源域を横断する水準測量の結果とも整合的である．また地

震時に上盤側である領域では，特に栗駒山北側で顕著なスラントレンジ短縮（隆起もしくは東向き変

位）が確認された．スラントレンジ短縮の領域では，地震発生 1年程度経過後から変位が加速してい

る様に見える．このような断層下盤側および上盤側における地震後変動は，昨年度の成果として報告

した GPSデータに基づいて検出された粘弾性緩和 (大園，2010)によるものに加え，局所的な余効すべ

り等が重畳していると考えないと説明ができない．今後，これら複数の要因を説明可能なモデル構築

を行う．

　

・地震波減衰（Q）構造を推定し，岩手・宮城内陸地震震源域のほか，その西部の鳥海山にかけての領

域において活火山直下や震源域深部に高減衰域を確認した（四ヶ所・他，連合大会，2011）．

　

・牛伏寺断層近傍で採取したコア試料を用いた応力測定を行った．Drilling induced tensile fractureの方

向から，牛伏寺断層と最大圧縮方向のなす角は約 22度であり，応力測定結果と合わせると，断層面に

作用する法線応力に対するせん断応力の比は 0.4-1.0と大きいことが推定された．このことは，長期

評価で，牛伏寺断層での 地震発生の切迫度が比較的高いとされていることと矛盾しない．(Yabe and

Omura, 2011)

　

・能登半島沖地震，兵庫県南部地震，岩手・宮城内陸地震の震源域において，それぞれ，地震発生に

関わる不均質構造を確認した（課題番号：1204参照）

　

「課題番号：９１００」

　

・2011年東北地方太平洋沖地震後に発生した東北地方の内陸地震について，メカニズム解と震源分布

から断層面を推定した．3/11以降の活動は 3/11以前に活動の高い領域およびその周辺におよそ見られ，

地殻中深部に分布する地震波低速度域の周囲に分布する．東北地方中央部では横ずれ断層型が確認さ

れ，また P軸の向きは北東―南西方向を向くことから，応力場の広域的な変化が示唆される．推定さ

れた断層面に対する 2011年東北地方太平洋沖地震のすべりによるクーロン応力変化は正であり，こ



れらの地震は 2011年東北地方太平洋沖地震による正の影響をうけて発生したと考えられる（図 5-1）．

（Okada et al., 2011）

　

Okada, T. et al., Possible triggered shallow inland earthquakes in NE Japan by the 2011 Off the Pacific Coast

of Tohoku Earthquake, Earth Planets and Space, in press, 2011.

　

四ヶ所健太・他，2008年岩手・宮城内陸地震の震源域および鳥海山周辺における地震波減衰構造，地

球惑星科学連合 2011年大会．

　

Yabe, Y. and K. Omura, 2011, In-situ stress at a site close proximity to the Gofukuji Fault, central Japan,

measured using drilling cores, Island Arc, 20, 160-173, doi:10.111/j.1440-1738.2010.00756.x.
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139 pp.
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急余震観測グループ，2010，2008年岩手・宮城内陸地震震源域における詳細な地震波減衰構造，

日本地震学会 2010年度秋季大会，P2-10．

高木涼太，2010，常時微動の相互相関解析に基づく 2008年岩手・宮城内陸地震震源域およびその周

辺域のレイリー波伝播速度とその時間変化に関する研究，東北大学修士論文，145 pp.
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急余震観測グループ，2010，自己相関・相互相関解析に基づく 2008年岩手・宮城内陸地震震源域

の地殻内反射面検出の試み，日本地球惑星科学連合 2010年大会，SSS015-07．

Yabe, Y., K. Yamamoto, N. Sato, and K. Omura, 2010, Comparison of stress state around the Atera fault,

central Japan, estimated using boring core samples and by improved hydraulic fracture tests, Earth

Planets Space, 62, 257-268.

吉田圭佑，2010，メカニズム解から推定した 2008年岩手・宮城内陸地震震源域の起震応力場と摩擦

強度，東北大学修士論文，134 pp.

（９）平成 23年度実施計画の概要：
　平成 23年度以降は平成 21年度以降に設置・整備した GPS・地震観測点などにより順次蓄積された
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図 1-1．2008年岩手・宮城内陸地震発生後 60日以降の GPS連続観測データによる長期的余効変動（水平成分）．
右側が観測された水平変動，左側が推定された粘弾性構造パラメターから計算された変動を示す．上から本震後

150日，390日，800日における変動を示す．カラーコンターは変位ベクトルのノルムを示す．



図 1-2．2008年岩手・宮城内陸地震発生後 60日以降の GPS連続観測データによる長期的余効変動（上下成分）．
右側が観測された上下変動，左側が推定された粘弾性構造パラメターから計算された変動を示す．上から本震後

150日，390日，800日における変動を示す．カラーコンターは変位ベクトルのノルムを示す．

図 1-3．N107 °E方向のプロファイル上にプロットされた水平・上下変動成分．
期間は本震後 60日から 547日まで．水平変動成分は N107 °E方向の成分を示している．赤の曲線は，推定され
た最表層の弾性層の厚さとその下層の粘性係数によって計算された値を示す．



図 2-1． (左上)周期 2 sのレイリー波群速度マップ（高木，2010）．(右上)地表の地形．(下)群速度マップと地形
を重ねて表示したもの．



図 2-2．周期 2-4 sのレイリー波速度変化（高木，2010）．2008年岩手宮城内陸地震発生後について発生前からの
速度変化を示す．

図 3-1．深さ 10 kmにおける S波速度偏差とλ（＝σ p/σ n）の分布 　(吉田，2010)．S波速度偏差 (岡田・他，
2009; Okada et al., 2010)をカラースケールで示す．色のついた四角は，λの平均値を求めたグリッドを表わし，カ
ラースケールでλの平均値を示す．ここではＳ（＝σ 3／（σ 1-σ 3））を 1.0と仮定した場合を示す．本震震央
と火山の位置を，黄色の星と赤色の三角で示す．黒色の太実線・細実線はそれぞれ県境と活断層を示す．



図 4-1． 2008年 7月 16日を起点とした 2010年 10月 22日までの 46日毎の累積変位量のスナップショット．
色は衛星視線方向（南東から北西を見下ろした向き）の変位量を示し，青色が衛星から遠ざかる方向，赤色が衛星

に近づく方向を示す．図中灰色部分は干渉性が低く，変位量が得られなかった領域を示す．黒矩形は，GPSデー
タによって求められた地震時断層モデル (Ohta et al., EPS, 2008).



図 5-1．断層面とクーロン応力変化（Okada et al., 2011）．
メカニズム解と震源分布などから推定される断層面（太線で示す節面）に対するクーロン応力変化の値を○の色

で示す．Coulomb3.2(Lin and Stein, 2004; Toda et al., 2005)を使用した．いずれの断層に対しても，クーロン応力変
化については正の値が推定されている．

ここでは東北地方太平洋沖地震のすべり量分布としては，Hayes (USGS, 2011)を使用した (挿入図：コンターは
すべり量分布（10m間隔）)．摩擦係数は 0.65としている．あわせて，気象庁一元化震源による 3/11-4/11の深さ
20kmより浅い地震の震央分布（黒丸），灰色の○は 3/11以前の浅い地震の震央分布を示す．☆は M5以上の地震
を示す．3/11以降の活動は 3/11以前に活動の高い領域およびその周辺におよそ見られる．


